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チェンバリンを中心とした独占理論（II）
橋 本
1　序文
ff　市場構造の分類（以上，第2巻第1号）
並　伝統的な価値論
　（！）均衡概念の再吟味
　②　純粋競争下の個別的供給者
　（3）費用曲線と生産の規模
　（4）純粋独占の理論（以上，本号）
IV　‘‘The　Theory　of　Monopolistic　Competitionの中心理論
V　寡占理論への糸口
皿伝統的な価値論
?
　「も純粋競争。という言葉は特定市場の描写であり，価格システムー般の
描写ではない」　（Chanibc“rlin〔3〕p．13）。前章で独占的要素と競争的要素
の組み合せによって分類したケースの中でも，純粋競争は，一般化した独占
的影響を考えあわせると，とりわけ特殊なケースとならざるをえない。チェ
ンバリンは，　もし，理論が競争か独占かどちらかを選択しなければならない
とすれば，独占の方を選択することが望ましいと考える。しかし，ただ純粋
競争が現実の経済活動の一部分を描写し，かつ，独占的競争理論の出発点に
なるという点には関心があり，特に，後者に焦点の対象をしぼった。さらに，
彼は価値論の中でも，市場構造と価格メカニズムの解明に力点をおいた故，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ただちに，需要曲線，供給曲線を分析用具として出発する。従って，それら
が効用及び生産費の中身の概念とどの様な連関があるのかを問題としない。
何らかの形で需要曲線，供給曲線が与えられ，市場条件が与えられれば，結
　（1）　たとえば，これこれの仮説的な価格でどれほど需要するか，供給するかという
　　behaviouristic　investigationから個人及び社会の需要曲線と供給曲線を導出した
　　　と考えてもよい。
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果としての価格は曲線の中身とは無関係である。　しかし，チェンバリンが問
題にしょうとした主要な課題の一つは，正しく，この結果としての価格にあ
ったのである。以後，この論文の価値論は，チェンバリンのこの方針に従
い，需要曲線，供給曲線が導出きれた地点から出発するであろう。
　尚，前章でふれたように，チェンバリンは売手競争についてのみ分析を行
ない，買手競争の分析を行っていない。私はまず最初にチェンバリンに従い，
純粋競争をとりあげ，彼の理論を要約するであろう。次に，純粋独占をとり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）あげ，彼の純粋競争を解明した手法により，私の論を展開するであろう。そ
して，チェンバリンが無視した要素市場の分析を，買手独占という最も単純
なケースのみに限って分析し，生産物市場と要素市場との連関をつけるであ
ろう。
（1）均衡概念の再吟味
　ここで取りあげられる均衡概念は1長期の均衡概念である。むろん，需要，
供給曲線の中身を問題としないことは前にも述べたとおりである。しかし，
チェンバリンがまず問題にしたことは，需要，供給曲線の交点で需給均等化
する価格は決るが，何故，その点で価格が決まらなければならないかを説明
する力が，果たして，需要，供給曲線にあるのかどうかという点である。
　第2点は，様々な市場条件が与えられた時，需要，供給曲線が安定条件を
みたしていても，果して互いに対抗する諸力がバランスする均衡点が需給均
等する価格に全て’一致するのかどうかという点である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　彼は以上の2点を考察するために純粋独占の例をあげる。（第1図）。
（Chamberlin　（3）　p．　15）　o
　第1図では，需給均等価格はBPである。しかし，極大利潤を求めて行動
（2）　チェンバリンは，「独占的競争の理論」では純粋独占の問題をくわしくとりあげ
　ていない。しかし，私は5つの市場と価格形成の問題を整合的にとりあげるため，
　純粋独占の部分をとり入れた。
（3）　この場合，ワルラス・ピックス流の超過需要による安定条件も，マーシャルの超
　過需要価格による安定条件もともに満すノーマルな場合を考えている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）する独占家は，価格をさらにつりあげ，利潤極大にする価格をAQに決める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　この時，供給はOC，需要はOAで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　需給は均等しない。しかし，このA
　K　　　　　　　　　　　　　　　Qは均衡価格と呼ばれてよいところ
　H　　、　　　　　　　　　　　のいっさいの権利を有すると彼は主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　回する。何故なら，AQは極大利潤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　をもたらす唯一の価格であり，かつ，
O　　　　　A　　B　C　　　　　　　＞く
　　　　　　（第1図）
DD’は需要曲線（平均収入曲線）；dd’
は限界収入曲線；SS’は供給曲線（限界
費用曲線）；BPは需要＝供給の価格，
その時の数量OB，　AQは独占価格，その
時の数量OA．
で価格はAQだからである。　E点をはずれるならば，
減少が生じる。故に，AQは均衡価格である。
　かくして，チェンバリンは次の様に結論する。
　「経済諸力の均衡は，誤って需給間の均衡と同一視されてきた。後者は単
に前者の特殊な場合にすぎない。需要曲線・供給曲線は，他の諸条件の知識
が与えられない限り，それ自身によってもまたその交点によっても，どこに
価格が定まるかについては何ら示唆しない。いわば，それらは標識であり，
それ以上の何ものでもない。」（ibid．，　p．15）。
　即ち，価格の決定に関して，需要・供給曲線は単なる標識にすぎず，市場
条件が与えられなければ価格はどこに定まるかを論ずることが出来ない。し
かも，ほとんどの価格は，競争と独占の入りまじった不完全な市場で決定さ
れ，その結果は一般に需要と供給を均等化させない均衡価格となる。それ故，
．安定である。決して，Q点からP点
へ向わないのである。何故なら，限
界収入曲線　（ddt）　と限界費用曲線
　（SS’）の交点Eで限界収入と限界
費用は均等し，その時の数量がOA
　　　　　　いかなる数量でも利潤
（4）但し，価格差別化（price　discrimination）がない場合である。尚，この点に関
　　しては，詳しい分析は純粋独占で行なう。但し，チェンバリンはそれを本文では行
　　っていない。
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市場構造に連関した価格決定に関する価値論を展開するのが，彼の目的であ
った。彼は出発点として純粋競争下での均衡調整遇程を選んだ。そして，彼
はあらゆる市場で共通に作用する力は，企業の利潤極大化原理と，消費者に
関しては明示化されていないが，特定の選好スケールの下での効用極大化原
理であると考えた。いかなる市場下においても，共通する経済主体の行動原
理の同一性は価格決定の理解にとって本質的である。特定ケースの需給一致
点で均衡の理解も，正しく市場需給分析からでなく，この原理の貫徹した個
別需要及び費用分析によって，はじめてその核心を理解することが可能とな
るのである。
　ここに，マーシャル以来の代表的企業概念（Marshall〔13〕pp．317～8．）
を中心においた産業の需要曲線，供給曲線の均等による市場価格決定のアブ
　　　　（5）ローチから，独占理論の出発点として，個別需要曲線，平均費用曲線による
価格決定のアフ。ローチへと大きな方向転換がなされたのである。
（2）純粋競争下の個別的供給者
　純粋競争の必要条件は，ω多数の売手と買手の存在，及び，（2）生産物の完
全な同質性にある。この条件が満されるとき，市場と個人（売手）の需要及
び供給曲線の関係は次のよう・になる。
　個別需要曲線；市場を構成する売手が多数である故，市場の総需要に及ぼ
す個別の販売量は大海の一滴にしかすぎず，市場の価格に影響を及ぼさない。
従って，個別需要曲線は市場の需要価格に対応して水平となる。それ故，平
均収入＝限界収入となり，双方を同時に示す直線となる。
　個別供給曲線；個別企業の供給曲線に関しては，様々な事情がなりたって
よい。但し，長期費用曲線が無限に逓減的な企業や，企業数が多数であって
も特別に巨大な企業で，市場供給の大きな割合をしめる場合は除外する。一
般に・類似の規模で，‘必らず，ある点を越えれば費用は逓増するという条件
（5）これは通常いわれていることであるが，この点に関して文章は難解だがすぐれた解
　　説は青山（〔1〕pp．264～270．）でなされている。
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さえあれば，それで十分である。
　さて，個々の企業は，この様な個別需要曲線と費用曲線が与えられれば，
極大利潤を求めて行動する。今，市場価格（P。）が市場の需給均等価格とレ
て個別企業に与えられたとする。能率の悪い企業は〔平均費用極小値＞Po〕
となり，限界外企業となる。．この企業はいかなる数量を販売しても損失をこ
うむり，Po水準が上昇しない限りいずれ競争から脱落してゆくであろう。
又，〔平均費用の極小値＝Po〕ならば，限界企業となり，P。一限界費用一平
均費用の点まで供給し，正常利潤を享受するであろう。さらに能率の良い企
業ならば，〔平均費用の極小値くPo〕となり，　Po＝限界費用の点まで供給す
るであろう。チェンバリンは要約して次の様に述べている（ibid．，　p．18）。
　「供給と需要を均等ならしめる価格が純粋競争下で確立されるのは，その1
価格だけが，市場内のいっさいの供給者において利潤極大の条件が満される
という条件と斉合的な唯一の価格であるからである。」逆に，個々の供給者側
からみれば，　「彼自身の生産物に対する個別需要・供給曲線に関連させなが
．ら彼の利潤の極大化をはかる。」にすぎないのである。
　かくして，チェンバリンは，競争的均衡が競争者各員に対する無条件的利
潤極大と二合的であるのみならず，この極大条件をその必要条件として含ん
でいると結論する。
　経済的均衡の出発点は，売手各員が極大利潤を求めて行動するという同一
の仮定の下で，同一の力の規定の下で出発したにもかかわらず，独占下と競
争下では均衡価格にあたかも相違した力が働くかの如き錯覚を持ったのは，
前者の個別概念と後者のグループ概念を混同した結果にほかならない。いず
れも，両者を個別概念まで分解すれば，個別企業が極大化利潤を求めて行動
　　　　　　　　　　（6）するにすぎないのである。それゆえ’，純粋競争といわず，いかなる市場条件
（6）　マーシャルは独占に関して次の様に述べている（〔13〕Book　V，Ch．14，　p．　477
　N8）o
　　　「独占の所有者の直接の関心は，需要に対して供給を調節して，その商品をかろ
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においても，均衡点を規定するためには，需要並びに供給の条件を，個人に
対してと，グループに対してと，双方にわたって峻別し，検討することが必
要である。このことの意義と全貌は，独占的要素が画面に付加され，有名な
接触解（tangency　solution）の仮説の解明の基本的な方法論となっているこ
とがわかって，初めて明らかとなるだろう。
（3）費用曲線と生産の規模
　生産規模が問題となるとき，我々が考察の対象としているものは，むろん，
長期の均衡問題である。
　まず，個別企業の長期費用曲線から出発しよう。個別企業の長期平均費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）曲線は短期費用曲線の包絡線となり，これはたんなる内部経済（又は不経済）
の曲線，すなわち，：大規模生産の経済（又は不経済）を表わす曲線である。
通常，U字型を仮定する。　U字型の長期平均費用曲線の下降面は大規模生産
の経済（economies　of　large　scale）を表わし，上昇面は大規模生産の不経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）（diseconomies　of　large　scale）　を表わす。下降面の理由として，チェンバ
　　うじて生産費用をつぐなうような価格で販売するのではなく，最：大可能な純収入の
　　集計を確保出来るようにしょうとすることにある。」と。
　　　そして，又，付録Hでは，ただ定常的状態においてだけ平均費用は限界費用およ
　　び正常費用に等しいこと（ibidリpp．810～812）に論及しているが，マーシャルの
　　脳裏をさらなかったものはあくまで代表的企業概念であり，平均と限界の区別もそ
　　れとの関連においてである。代表的企業にこだわる限り（マーシャルの定義した），
　　上記の引用文で明らかなように，競争均衡においては平均費用によって供給される
　　が，独占下においては純収入を最大化する原理が働くといわざるをえない。この様
　　な原理上の錯覚を持たらしたものは，長期という概念のヴェールの申に隠された個
　　別とグループ均衡の二つの概念を区別せず，その上，それらを区別しないまま代表
　　的企業というグローバルな概念に直結しようとしたためである。それ故，マーシャ
　　ルにおいては，独占者と代表的企業の関係がきわめて不明瞭である。
（7）　短期費用曲線と長期費用曲線に関連させて大規模生産の内部経済を図示しようと
　　こころみた最初の人はJ・ヴァィナー（〔22〕p．215）であるが，包絡線（enve－
　　lope　curve）という概念は必らずしも明確にされていない。しかし，その概念を初
　　めて明示したのはハロッド（〔7〕p．575）であろう。
（8）マーシャルは大規模生産の経済として，技術の経済と機械の経済と原料の経済を
　　あげている。原料の経済とは廃物が少なくてすむということだが，彼は，近年重要
　　でなくなったと論じている。従って前者二つを主要なものと考えた。尚，マーシャ
　　ルは，技術の経済とは特化や分業による技術的能率の向上と考え，機械の経済には
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リンは，資金の総量が相対的に大となることによって可能となる特化の増
大，及び，より広範になった技術的選択の可能性の申から，より有利な技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）を選択しうることをあげている（Chamberlin〔4〕PP．176～8．）。上昇面に
ついては，規模拡大につれ，生産単位の複雑性がまし，調整と経営の困難が
支配的になることをあげている。そして，生産量の拡大につれ，この大規模
生産の有利性が不利性を超過している限り，曲線は下降し，両者が均等する
ところで極小点となり，やがて，後者が前者をうわまわると上昇局面に移る
　　　．．．　（．10）
であろっといり。
我々は，今，純粋競争下の費用条件を越えている。長期平均費用曲線のL字
型や，無限に下降している場合は純粋競争と両立しない。従って，我々は純
粋競争と両立するU字型を仮定しよう。そうすれば，長期の市場の需要及び
　　機械の発明や技術開発まで含めていた。その他のものとして，安価な仕入れや輸送
　　費の節約をあげている。しかし，大規模生産の不経済については，詳しい分析が
　　ない。むしろ，市場の制約によって限界につきあたると考えていた。（Marshall
　　〔13〕．Book　IV，　Ch．エL）
　　　以上は，マーシャルの大規模生産の経済の発生する根拠を要約したのであるが，
　　このマーシャルの機械の発明や技術の水準まで規模の経済としてとり入れてゆく考
　　え方は，それ自体は動学的でかつ現代的ではあるが，ここで考えているような長期
　　の静態的均衡では概念的に相容れないものとして排除するのが適当であろう。あく
　　まで技術の水準は所与とみなされるべきであろう。
（9）　尚，チェンバリンは大規模生産の経済を生産要素の不完全な分割性によって説明
　　するのはトートロジーだと反論している。というのも，分割が可能ならばという説
　　明の背後に，インプリシットに能率がおちることなくという仮定が含まれているが
　　故に，分割が可能ならばという表現は，はじめから能率がおちることなくと仮定す
　　るに等しく，従って，そもそも規模の経済がないことを娩曲的に表現したものにす
　　ぎないからであると論じている。　（Chamberlin〔4〕PP．176～7）。
　　．むろん，この反論は，規模の経済は生産要素又は生産プロセスの「分割不可能性」
　　によると主張するN・カルドア（〔10〕pp．65－66）に対する批判として述べられ
　　たものである。これに対して，熊谷教授が，規模の経済の根拠をチェンバリンの様
　　に特化　（specialization）の増大とより有利な技術選択の可能性によると規定ずけ
　　ても，又，カルドアの様に「分割不可能性」によると規定ずけても，結局は用語上
　　の問題であると断を下しておられるのは，さすがに慧眼であると私は考える。熊谷
　　（〔ll〕pp．72～73）を参照。
（lO）私はプラントレベルで考えれば，長期費用曲線をU字型と想定することが一般に
　　正しいと考える。しかし，企業レベル考えたとき，U字型曲線には問題がある。
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供給曲線と，個別需要及び費用曲線の関係は第2図の様になる　（Chamberlin
（3）　P・　21，　24）．
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市場を構成する類似の生産者は1，000旧いると仮定する。各々のたて軸は価格及び単
位あたりの費用を示す（尺度は同じ）。ところが，数量の尺度は・X＝1000・xとなって
いる。すなわち，（β），（γ）図の数量は市場の右を拡大してもの。DD’，　SS’は
市場の需要・供給曲線；hd，　h’d’は個別需要曲線；cc’は（平均）費用曲線；mm’
は限界費用曲線。?
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　たとえば上図の場合を考えよう。ある企業（firm）が最適プラントをいくつも持
っているが経営管理費用は規模に関して一定であると仮定すれば，上図のAB曲線
の様なし字型となる。特に最近の電子計算機を導入した管理体系の合理化は」企業
規模の拡大にともなって，経営管理費を一層節約することを可能としているように
もみえる。この限りにおいて，フローレンスの命題（E・A．G・Robinson〔15〕
P・242の脚注（1））が妥当しているようにも考えられる。しかしそれでもE．A．
G．ロビンソンの様に，少なくとも動態的な経済変動の過程においては，管理の謁
整に関する不利益が逓増してくると想定するならば（E．A．　G．　Robinson〔14〕
Pp・39～49），AC曲線のごとく相当な産出量の範囲にわって長期費用曲線はフラ
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　　　（図の説明）
　　（α）図は，価格PA（＝MO），数量OAで，市場の長期均衡を示してい
　る。
　　（β）図は，市場価格（均衡）OM－PAの時の限界生産者の費用状況を
　示す。彼は数量oaを供給し，価格＝平均費用の極小値paで，正常利潤
　を得る。
　　（γ）図は限界内生産者の費用状況を示す。　もし，レソトが費用に含まれ
　ないとすれば，彼はobノの点（PA－oh一限界費用）まで生産し，超過利潤
　を得るであろう。しかし，今問題にしているのは長期の正常状態であるの
　で，レソトは土地，労働，資本の獲得競争の結果，地代，賃金，資本利子
　に帰属し，生産者の手を離れる。個別生産者の立場に立ってみる限り，こ
　れらは費用に含まれる。この様な時，個別費用曲線はレソトの部分だけ上
　方にシフトし，jj’となり，必らずや数量ob’で費用は極小となる。
　むろん，個々の生産者にとって，効率的な生産規模は一様でない。しかし，
レソトが費用に帰属すれば，個々の生産者は平均費用がいずれもoh（一PA
－OM）の水準で極小となり，最適規模となるだろう。この時，　SS’は個別費
用曲線の形状と直接の関係はないが，その水準は個別費用曲線の最適水準に
一致する。すなわち，cc’の位置は総産出量の水準に依存し，　SSノはこの総産
出量の平均費用（レソトを含む）を示している。
　故に，外部不経済か，又は，資源（人的資源も含めて）に制約がある場合，
cc’の極小点は総産出量の増加にともなって高くなる。同様に外部経済（産業
の全般的発展，及び，特定産業の発展にもとずく利益）がある場合，cc’の極
ット又はかすかな下降をたどり，やがて，ゆっくりと上昇に向うであろう。さら
に，企業規模が市場に比して相対的に大きくなれば，寡占的状況が生じてくる。協
調的寡占は別として，競争的寡占を考えるならば，産出量の増大にともなう市場シ
ェアの争奪をめぐって，販売費が増加する。もし費用の中に販売費をも入れて考え
るならば，現実には長期費用曲線はゆるやかなU字型かAC曲線の型をとると考え
るのが妥当であろう。
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小点は麿出量の拡大にともなって連続的に低下する。費用が一定の場合に
は，総産出量に関係なく，cc’の極小点は一定である。
　このチェンバリンの最後の叙述はマーシャルの議論の形式的な再述であっ
て，スラッファ（〔20〕）の鋭いマーシャル批判に答えるものではない。
　まず，レソトの帰属の問題である。マーシャルの議論は部分均衡論の上に
成り立つ限り，要素価格は一定という前提がある。レソトの帰属をめぐって
要素価格が変動すれば，部分均衡論の前提と矛盾する。もし，要素価格が変
動し，生産方法の代替が生じるならば，単純に費用曲線が上方にシフトする
とは考えられない。
　次に，スラッファが指摘した点であるが，資源に制約がある場合，その制
約された資源を共同利用している他産業に波及効果を及ぼし，その影響が必
らずやはね返ってくる（Sraffa〔20〕pp．184～185）。この様な価格メカニズ
ムの波及効果を十分に分析するためには，どうしても一一般均衡のフレームを
用いざるをえない。
　さらに，外部経済と外部不経済に関しては，もっと大きな困難がある。ス
ラッファが外部経済に関して次の様に適切に指摘している。すなわち，産業
全般の発達にもとずく外部経済は部分均衡論とは相入れないが故にマーシャ
ルはそれを無視し，特定産業の発達にもとずく外部経済を価値論の申に取入
れたが，その様な外部経済は存在しないという（Sraffa〔20〕pp．185～186）。
産業全般の発達にもとずく外部経済をもし価値論に全面的に取り入れようと
すれば，一r般均衡論のフレームのみならず，一般均衡論が所与としていた資
源や技術水準そのものを可変とする動学的な発展の理論を用意し，一体化し
なければならないだろう。この点に深く立ち入ることは至難の業であって，
私はここでは単にチェンバリンのマーシャル理論の要約に対して論評を加え
．るにとどめておこう。むろん，我々が期待しているのはワルラスタイプのき
わめて形式的な一般均衡論ではなく，ここで私が論評したような問題に答え
てくれるような実のある一般均衡論である。一一・　EIでも早く，これらの分野の
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研究が進むことを期待する。
　さて．最後に，チェンバリシが個別企業と関連づけて，純粋競争下の均衡調
整の性賞，すなわち，グループ均衡の性質をどの様に明確にしたかをみようひ
　今，価格が第2図の（α）においてBQに上昇したとしよう。個別需要曲
線はこの水準で水平となる。　（r＞t）図においてはh’d’。売手が少なくなり，
減少した総需要（OB）に，個別供給の総計がみあったならば，　mm’とh’dt
の交点（P”）で個別均衡する。彼の産出量はob”，価格はBQ－oh’一・　b”P”
となる。従ってこの個別均衡点では，彼は超過利潤を実現することが出来
る。しかし，この超過利潤は，参入障壁が存在しないならば，容易に他の生
産者をひき入れることとなる。その結果，売手数の増加によって産出量は増
大し，個別需要曲線は下方にシフトレ，費用曲線は上方にシフトする。これ
は（α）図における産出量増加にともなう需要価格の下落と費用上昇に対応
する。この動きは，cc’がその最低点で個別需要直線に接するまで続けられ，
均衡価格APにて，ごのグルーフ。調整は達成される。グラフでいえば，この
時のCC’はちょうど（の図のjj’に一致する。正しく，この時，（平均収入
＝平均費用）のグループ均衡の命題が成立する。　もし需要価格BQがAPよ
り低い場合ならば，生産者の転出によって費用曲線の下落と個別需要直線の
上昇によって，全く，同じ命題が達成される。
　要約すれば，澗別均衡には限界原理（限界収入＝限界費用）が働き，グル
ープ均衡には平均原理（平均収入＝平均費用）が働く。　これは，純粋競争の
終局的均衡においては，（1）需要＝供給，②どの競争者も利潤極大（正常利
潤），⑧どの生産者も最適規模の実現，という3つの命題を満すことを意味し
ている。
　尚，以上にまとめた均衡調整の基本的なロジックは，形式的には費用一定
の場合にも，費用逓減の場合にも　（費用曲線のシフトの方向に留意すればよ
い），全く同様に適用出来る。
（4）純粋独占の理論
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　純粋独占とは，その財以外のすべての財に対して，Eij－0（i≒」）の場合で
　　（工工）
ある。すなわち，ある財と代替関係にある商品が存在しない場合，その特定
財の生産者を独占者といい，この市場構造のことを純粋独占という。純粋競
争に対比して，その特質をあげるならば，市場需要は，即ち，独占の個別需
要に一致し，グループ聞書は画面から欠落し，競争は参入をめぐる陰伏的な
潜在競争に転化することである。もし，同質又は類似の代替財を生産する新
企業の参入を許したならば，純粋独占はくずれ，寡占に移行する。我々は，
まず，極大利潤を求めて行動する独占者の価格決定について論じ，次に，い
わば潜在するグループ問題として参入の問題をとりあげよう。
　まず，第3図をみよう。
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AI　BI，A2　B2は各々の国内及び外国市場の平均収入曲線（個別需要曲線）。AR1，
AR2はAI　B1，A2B2に対応する臨界収入曲線；A3　B3は各々の価格でAI　BI，A2
B2の数量を加えたもの．（aggregate　average　revenue）。　A3　R3は各々の任意のレベ
ルの限界収入で，AR1，　AR2の数量を加えたもの；mcは限界費用曲線で，国内及
び外国市場むけの製品も費用は同じと仮定。従って〔a）図のmcも｛c）図のmcも同一。
（K．　E．　Boulding　（2）　p．　448．）　．
（lD　需要の交叉弾力性による独占の定義に関して，　F々ッハルプは次の様な完壁な見
　　解を表明している。以下彼の論点を解説しながら整理しておく。　（F．Machlup
　　（12）　PP・　546“一’　7）　e
　　需要の交叉弾力性の定義はE・j一号二二「であ・・…一・の条件を満すた
　　　　　　　　　　　　　　　　一99一
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今，　（a）図を考えてみよう。独占者は限界収入＝＝限界費用の点で極大利
潤をえる。価格PN，産出量ON。しかし，例えば，国内市場と外国市場の
ように，市場が分割されており，かつ，各々の市場の需要の弾力性が異なる
と仮定するならば，極大利潤を獲i得しようとする独占者はどの様な行動をと
るであろうか。しかも，国内市場では，関税障壁等で輸入制限されているが
故に，需要は非弾力的，外国では多数の他の外国企業と競争しているが予
めには・・i・一・か・又は…一・・」・・＞e又は・寄一。でなければな・ない・・
ころが，Pi＝0又はXi→。。の場合は経済学的にみてナンセンスである。従って，
価蔽動の蘇を細にみ・な・ば・1…＝・の条舗・語一・でなけれ
ばならない。これはkルツキー方程式が，
　　　一gliii，Lj　＝一xi－a6Xtili一＋xij＝o　（j＝1，　・・…一，　i－1，　i＋1，　…．．．，　n）
となることを意味している。すなわち，i財以外のすべての財に対して，所得効果
と代替効果がともに零であるか，ともに相殺しあうかのどちらかである。これは数
学的に可能性はあるにしても，i財以外のすべての財について成立しなければなら
ないとすると，経済的には全く疑問なことである。
　しかし，需要の交叉弾力性，Eii＝　Oという基準を売手の主観的な考慮として理
解されるならば，この基準は妥当性をもつ。すなわち，独占者は市場で販売され
ているどの様な他の生産物の価格変動も自分の販売量に全く影響を及ぼさないし，
又，自分の財の価格変動もどの様な他の売手たちの販売量を変動させるものでもな
いし，又，彼らに奪われるものではないと思うのである。それ故，需要の交叉弾力
性は独占者の考慮に入ってこない。弾力性は独占者の主観的観点からは零である。
さらに，弾力性概念は，ある種の価格範囲，又は初期の価格の位置によって，異な
った値をとる。それ故，弾力性が確定された時，明らかに現存する価格関係につい
て考えられているのである。Eij＝　Oという値が，もしその様な価格で推定されて
いたとすれば，ある範囲の価格に対しては独占者であるが，他の価格範囲ではEij
＞○となる可能性がある。もしそうならば，彼は不完全な独占家であり，完全な独
占家とはすべての価格関係において，Eij＞碗となる可能性を考慮に入れないこと
を意味する。
　以上がマッハループの見解であるが，弾力性による完全独占の定義にはさらに次
の様な問題がある。それは，弾力性概念は現存する売手間に関する定義であってジ
売手数が変動する場合は役にたたないという点である。売手数の変動は参入問題と
結びついて，現存する売手間の競争とともに，独占の価格決定に対して大きな役割
・を演じる。従って真の意味で独占が完全であると定義するには，上記のマッハルー
プのEij＝＝　Oの解釈に対して，さらに参入障壁が完全であるという条件を附加する
．必要があろう。
　尚，スルツキー方程式は，J．　R．ピックス（〔8〕PP・3Q8～9）による。
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に，比較的弾力的であるとしよう。さらに，両市沁むけの技術その他の条件
が同一であるとすると，限界費用曲線は同一となる。極大利潤を求めて行動
　　　7，　（12）する独占者はaggregate　marginal　revenueを極大にする。従って，第3図の（c）図のmcとA3R3の交点で，すなわち，限界収入をQ，N3，産出量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工3）を03N3の水準に決めるが，各市場では価格差別を行なう。各々の市場では
限界収入の水準はNIQ1－N2Q2　・＝　N，Q3－mc　と均等化するが，国内市場では．
一層少ない数量（mcが上昇している場合。すなわち，　NQ＜N3Q3の場合）
ON1を供給し，一層高い価格N，P1を課し，外国市場では比較的競争価格に．
（12）　価格差別の問題を初めて理論分析したのはJ．ロビンソン（〔16〕のBook　V）
　　で，a99regate　marginal　revenueという概念も当然そこで用いられた概念であ
　　る。ピックスは1935年のサーヴェイ論文で，価格差別は結合生産のある極限のケー
　　スであると述べている。即ち，結合生産の一般理論に，単に，生産された財の完全
　　な代替性という条件を導入すれば，価格差別の理論になるという。ピックスはこの
　　線にそったJ・ロビンソンの分析を高く評価し，その本（J，Rabinson，　ibid．）の
　　中で“most　ingenious”な部分であると述べている。（J．　R．　Hicks〔19〕p．368）。
　　　尚，数学的には次の様になる。
　　　総利潤ff＝Pl　x1十P2　x2－C（x1十x2）
　　　x1，x2・は各々の市場での販売量，　Cは費用函数。　pユ，　p2は各々差別化された．
　　市場を持つが故に独立の需要函数
　　　　Pl　＝＝fi　（Xi），　P2　＝f2　（X2）
　　を持つ。従って，利潤極大化の条件は
　　　／　一51；’1！i一一：：一｛？，S一，i　・　xi　＋pi　一。’（xi　一一x2）一＝　0
　　　／　一glftl一　＝＝　一83？t；一2　．　x2　＋p2　一。’（xi　＋　x2）＝　o
　　　．’．　pi　（1＋＝！　一）　＝r一　p2　（1　＋一；一）　＝＝　C’（xi　＋　x2　）
　　　　　　　　　el　　　　　　　　　e2
　　　e1，e2は各々の市場の個別需要の弾力性。各々の市場の限界収入をmr1，mr2
　　とすれば，上記の式は
　　　　mrl　＝mr2　＝mc
　　となる。即ち，両市場の限界収入は均等し，かつ両者を合計して生産する限界費用
　　に等しい点で極大利潤をえる。尚，上記の式が極小とならない為には，限界収入が
　　限界費用より，より逓減的であればよい。
（13）価格差別は，買手が再販売を行う場合は生じない。なぜなら，ある市場で買った．
　　ものを，もとの市場で販売することによって利ざやをかせぐことが出来，やがて，
　　均一価格に達するからである。
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　　　　　　　（14）近い価格を課す。この様な価格差別が行われうる条件が存在するとき，独占
者は国内価格を単純な独占価格以上につりあげ，国内の消費者の犠牲の上に
たって海外で安売りし，自己の利潤の極大化をはかる。むろん，このことを
可能にする根源は，需要の非弾力的という国内市場の構造と生産における限
界費用の逓増にある。しかし，限界費用が規模の拡大とともに逓減するなら
ば，外国で一層多くの数量を販売することによって，規模の利益がえられ，
独占者の一層の利潤極大化行為が国内価格を下落させることを可能にする。
一般に費用逓減的ならば，価格差別は単純な独占（孤立化した独占）より価
格を下落きせ，かつ，弾力性の小さい方が大きい方より，より大なる下落率
を示す。費用逓増ならば，それは単純な独占より価格を上昇させ，かつ，弾
力性の小さい方が大きい方より，より大なる上昇率を示す。
　　　　　　　　　　（15）　価格差別が市場分割と需要曲線の弾力性の相違及び市場分割に要する費用
　　（16）
の不変によって可能となり，利潤をさらに生み出すことが可能となるが，さら
に需要の数量の相違によって価格差別を設定することが可能となれば，独占
者はより一層徹底して消費者余剰を奪いとり，利潤を極大にすることが可能
（14）mrl＝・mr2＝mcより，価格と弾力性の関係は，
　　　P1（1＋1／e・）．・＝Pz（1＋1／e2）
　　　　　　P1／P，」（⊥＋1／・，）／（1＋1ノ・、）
　　　eはいつもマイナスの値ゆえ，
　　　一el　〈一　e2　一一一sh　pl　＞p2
　　　－e1＝一e2一一→　　Pl＝＝　P2
　　　－el　〉一e2　一U一）’　Pl　〈P2
　　となる。
〈15）　G・ステイダラーは，定義に厳密に従って生産物の同質性を解釈すれば，ほとん
　　ど適用出来る例がないとことわった後，ある程度の生産物の差別化を認め，市場分
　　割又は消費者区分の基準を次のようなものに認めた（G・Stigler〔21〕P．216）。
　　　1）気短さ（例，映画館の封切館対2番館），2）地理的条件（例，外国対国内），
　　3）虚栄心（例，デラックス対スタンダード），4）他の生産物へ移る能力の欠如
　　（例，電力の工業御忌家庭用）。
（16）市場分割によって，両市場で費用が大きく異なる場合，むしろ，たとえ物理的に
　　同質であっても，異質な商品を異質な費用で生産していると解すべきである。いわ
　　ば，結合生産そのものとして取扱った方がよい。この点については注（12）を参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となる。ボールディングは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電力の例をあげて次の様な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モデルを想定している（K．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E．　Boulding　（2）　p．　452）．．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独占者が消費者の需要カー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブにそって，供給量を増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　してゆくが，その限界単位
　　　　　　　　　（第4図）　　　　　　　ごとに前の数量の価格を下
　　　　APは個人の買手の需要曲線　　　　　　　げることなく，需要価格に
等しい販売価格をつけることが可能となるとしよう。
　第4図を説明しよう。今，消費者はOMを需要する。通常，価格差別がな
ければ，（平均）価格はPMとなる。ところが，独占者は数量による価格差
別を行いうる条件がありきえすれば，図が示すように，ON1の数量を価格8
で，NIN2を7で，　N2N3を6で……というように価格差別を：つけ，最終需要
・の価格をPMとするであろう。この価格差別を極限まですすめると，価格差
別がない場合に消費者がQMを需要する時得たであろう消費者余剰APNを
すべて，独占の収益の中に吸収してしまう。平均費用がPMで一定とすれ
・ば，極大利潤の極限はAPNとなり，これが独占利潤の極限をなす。もちろ
ん，個々の消費者にとって需要曲線は同一・一…ではないが，しかし，それらをア
グリゲートすることによって市場の需要曲線が導出される。そうすれば，全
く同じロジックを用い　（単に需要者をも含めて供給量に順位をつけきえすれ
ばよい），限界費用と最終単位の需要価格が均等する点（純粋競争水準）まで
生塵きれ，いっさいの消費者余剰は独占利潤として収奪される。購入量の大
いさによって，価格が相違する場合，この差別化がなされている，と考える
　　　　　　　　　　　　　　　（17）のが一次接近としては妥当であろう。
（17）もちろん，大量購入と小量購入では運搬費，施設費，その他の費用が異なり，従
　　って大量では安く生産出来るので価格が安くなるという，ある種のフル・コスト原
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　以上，独占といえど，その独占市場の構造いかんによって，単純な独占価
格から，差別価格の設定まで，種々の極大利潤価格を設定することが出来
る。この様な独占価格は，参入障壁が完全であるならば，グループ均衡が完
全に欠落して，．即産業の均衡価格となる。この様な独占市場においては，需’
給一致の市場価格の成立は単なる夢物語であり，さらに売手側からみる限り，
同一商品に同一均衡価格の設定すら，何ら必然性のある間門でもない。純粋
競争においても，独占においても，需要曲線，供給曲線に全く変りがないと
すれば，需給一致の均衡価格と，全ての消費者余剰を収奪する差別価格体系、
がその両極をなす。その一間に，各々の市場構造と競争力の介入によって，
様々な均衡価格の成立をみるのである。もちろん，独占においても，全く代．
丁丁の存在しない商品を生産しているという場合はまずありえない。代替財
との競亀，及び参か月常に考慮しなければならないであろう。たとえ，制度
的な独占であっても，同様である。従って，独占力の規制は，この参入をめ
ぐる障害を排除すること，及び，価格差別設定を可能とする諸条件を排除す
ることによって競争力の導入をはかるならば，その効果をあげうる。たとえ
　　　　　　　　　　　　　（18）ば，制度的な独占においては，制度を廃止するか，外国との貿易及び資本の
自由化を促進するかによって，参入を可能にし，潜在的な競争力を強化する
　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）ことが出来る。自然的な独占についても，貿易や開発の促進，交通発達の促
進によって競争力の強化をはかることが可能となる。この参入障壁や価格差
別設定の諸条件の排除による競争及び潜在的な競争の強化は，明確な価格を
指定しえず任意性をおびるが，短期的極大利潤の確保しうる価格から，他の
参入を生ぜしめない様な，いわば，潜在的グルー：4プ均衡価格ともいうべき長
期安定利潤を確保しうる価格へと変更きせるであろう。さらに，障壁の一層，
　理による若干の修正を受けるであろう。
（18）法的手段でもって独占が保護されている場合。たとえば，公営企業や免許制度，
　特許等々にもとずく独占企業。
（19）古典的な例をあげれば，特定資源を産出する唯一の鉱山の独占。主として自然的
　要因によるもの。
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の刈込は長期安定価格の水準そのものをより低い水準へと導くであろう。む
ろん，独占者はただ傍観しているわけではない。独占者は，一方では，長期
均衡価格へと価格を下げるが，他方では，参入障壁を強化することに金力を
あげ，’利潤の拡大の可能性を考慮する。たとえば，政治献金，その他でもっ
て，政党や官僚を通じて政府に圧力をかけ，　自己に好都合な競争力排除の政
策を強要したり，関税障壁を強化したり，資本自由化を遅らせたり，広告に
よって需要の拡大と同時に消費者を自己にしばりつけ，潜在的競争相手をけ
ん制したり，代理店，特約店による販売網の強化や系列化を行ったり，もし
代替財や代替財の製法特許があればそれらを買い占めたりする。　しかし，そ
れにもかかわらず，参入が生じ，潜在的競争かち顕在的競争に代った時，独
　　　　　　　　　　　　　　（20）占から寡占へと闇題は移行する。
　次に独占と要素市場との関連に移ろう，。特定産業の生産物を独占するとい
うことは，その産業の要素購入に対しても買手独占的であることを暗々裡に
　　　　　（21）含んでいる。費用増加の局面では，要素購入にともなう価格上昇を考慮して
（20）尚，伝統的な価値論の範ちゅうの中に，特殊なモデルとして，古典的な複占モデ
　　ルが存在するが，これは，一括して，Vで取り扱うので，ここでは省略する。
（21）特定産業の生産の拡大による特定要素の供給価格の上昇に関して，J・nビンソ
　　ン（〔18〕）のすぐれた分析がある。J・ロビンソンはまず完全競争，かつ，要素
　　供給が一定の仮定の下で分析し，次の様な結論をえている。
　　　まず特定産業の拡大による必要な要素の増加と他産業一般のその減少量が一致
　　すれば，特定産業は費用一定の下で生産し，かつ，相対価格は変化しないという
　　（ibid．，　p．236）。しかし，産業は各々の特異性を持ち，特定産業の必要要素の増加
　　と他産業のその要素の減少とは必らずしも一致するとは限らない。従って，（1｝ある
　　産業に吸収される要素の割合が大きくなればなるほど，②ある産業の必要とする要
　　素が特異な性格を持てば持つほど，（3肢術条件がリジッドであればあるほど，その
　　必要とする要素の供給価格（in　terms　of　a　composite　unit　of　resources，　ibid．，
　　p．236）は上昇するという　（ibid．，　pp．237～8）。むろん，要素供給が可変となれ
　　ば，この傾向は複雑になり，やわらげられるが，（4）必要要素の総供給量が非弾力的
　　となればなるほど要素の供給価格は上昇するという新たな条件が加わる（ibid．，　p．
　　239）o
　　　以上は完全競争下での結論であるが，我々の独占の定義は一企業一産業であった
　　ことを考え合せると，この結論はすっかりそのまま借用出来る。それのみか，独占
　　下においては，J・ロビンソンの（1渉外の3つの条件が一層強まる上に，要索移転
　　にともなう移転費用（transfer　costs）が新たに加わることを考慮すれば，特定要
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おり，費用減少の局面では，要素価格の上昇にもかかわらず，その効率の増
加がそれをうわまわり，結局，規模の経済性が優位を占めることを意味して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）いる。従って，特定要素の需要曲線は限界純生産性（marginal　net　produc－
tivity；J．　Robinson〔16〕p，230）によって表わされ，かつ，この特定要素の
供給は買手独占であると仮定する。それ故，要素の供給曲線は上昇してい
る。この要素の供給曲線は，要素を購入する企業側からみれば，その特定要
素に支払う平均費用曲線をなす。今，要素の代表として労働をとり，他ip　一
定とすれば，という条件をつけて，限界純生産性曲線と平均費用曲線を描き，
要素市場の均衡を考えてみよう。?
’YV5
㍑
??
　　　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q轍量）
　　　　　　　　　　　　　　　（第5図）
　ANPは平均純生産性曲線（average　net　productivity　curve）；MNPは限界純生産
性曲線（皿・・gi・・1・・t　p・・d・cti・ity・u・ve）；MMNPは限界純生産舳線の限界
　曲線（売手，即ち，労働者からみた限界収入曲線）；ACは平均費用曲線，　mcは限
　界費用曲線．
　　素の供給曲線が右上りの傾向を強く持つことは十分に納得出来る。従って，要素供
　　給者が強大な独占力を持たない限り，独占が買手独占の地位を強めることは，ほぼ
　　自明のことであろう。
（22）　限界純生産性＝（限界物的生産性）×（限界収入）で，J・nビソンは上記の様
　　に講ずけた，J・R・ピックスは限界純生産物のことを“marginal　value　product
　　of　the　factor，，と呼んでいる。（J．　R　Hicks，〔14〕p．　365．）
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　独占者はもし，AC曲線が与えられたとすると，労働の限界純生産性（労
働1単位を雇用増加することによって得られる収入増，即ち，限界収入と考
えてよい）が，限界費用（労働1単位の雇用増によって負わなければならない
費用）に均等する点まで生産する。第5図では，OQエだけ労働者を雇い，賃
金をP2Qi（一〇W2）しか支払わない。ちょうど，この点でMNP＝mcとな
り，貿手の独占利潤としてW2P2P4W4を確保する。もし，他の条件を一定と
仮定して，買手が純粋競争的であれば，売手間の純粋競争に対応して個別供
給曲線，すなわち，平均費用曲線が市場価格W3で水平となり，ANPの極
大点（すなわち，最も効率的な生産規模水準）で生産が行われる。その時，
雇用量はOQ2，価格はP3Q2で，　MNP・・＝mcかつANP一・ACとなり，個別
　　　　　　　　　　　（23）及びグループ均衡をみたす。
　以上の買手独占の分析にとって決定的な点は，買手が独占力を持つという
ことは右上りの要素の供給曲線（AC）　が買手に対して与えられるという点
である。この想定は一方の極をなすもので，他方の極は売手，即ち，労働組
合の力が非常に強く，買手が独占力を持ちえないか，又は，無視出来るほど
小さいと想定することである。これはすでに分析して来た売手独占の場合で
あって，このケースでは売手に対して需要曲線（MNP）が与えられるのであ
る。このMNPに対して，限界収入はMMNPで，売手は限界費用（mc）＝
限界収入（MMNP）の点まで生産し，価格Q3P5，供給数量OQ3で組合は極
大所得をえるであろう。しかし，価格P5Q3では明らかに企業は一単位平均
：P5P7の損失をこうむり，生産活動はおこなわない。売手はこの様な組合の要
求はのむことが出来ず，P7P6P2P4の領域内におしとどめようとするであろ
う。しかし，その領域内のどの点で価格，数量が決定されるかはお互いの力
関係，或いは反応の仕方によって相違し，確定解はえられない。　もし，この
（23）　J．ロビンソンは自由参入を仮定し，この個別及びグループ均衡の両者をみたす
　場合，完全均衡（full・equilibrium）と呼んだ。　（」．　Robinson，〔16〕PP．93～4，
　250．）
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様に問題の性質をつきつめていくと，我々はすでに独占の問題を超越して寡
占（双方独占）の領域に足を入れているのである。そして，寡占の特質は，
個別需要曲線及至は個別供給曲線が自分の政策とは独立して与えられている
とはみなしえない所にある。この点については第Vで詳しく論ぜられるであ
ろう。
　次に一人の独占者がおり，生産物（x）を，投入要素として労働（n）の
みで生産し，生産物及び要素市場で独占力を持ち，かつ，生産物の買手及び
要素の売手は独占力を持たない最：も簡単な場合を考え，モデル分析塗してみ
よう。そして、生産物市場と要素市場の連関を明らかにしよう。
　（1）p－f（x）　　需要函数（平均収入曲線）
　②　x＝9（n）　　生産歯数
　（3）R・・px　　　　総収入
　（4）C・＝wn　　　　総費用
　（5）w＝＝　h（n）　　要素の供給曲線
　（6）　π；R－C　　　　利潤
　　p；価格，x；産出量，　n；労働量，　w；賃金。
　（1）～（5拭の下で（6）式を極大にする。
　（生産物市場）
塞「鴇・＋・一｛書一・
　　　　　　　，（i＋f）　一g－9　一8ti｛w　（i＋一if）｝
　　e；需要の弾力性，E；供給の弾力性。
但し・・一黶E÷〈・・E一器・÷〉・・
　　∴　MR－MC　の点で数量決定。
二階の条件は限界収入が限界費用より逓減的であること。
　　　　　　　　　　　MC　　∴独占価格　P－　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　1十一　　　　　　　　　　　　e
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　（要素市場）
　　審一農ぎ・＋・9・一（器・・＋w）一・
　　　　　　　pg’（　1　＋1／e）　一w（　1　＋1／E）
　　　　　　g’　｛p　（　1　＋1／e）｝　一＝　w（　1　＋1／E）
　　　　　　　　　　MNP＝MC、　　MC．；労働の限界費用
　二階の条件は限界純生産性が限界費用より逓減的であること。
　要素供給及び個別需要曲線が完全に弾力的ならば（E→。。，e→・。），
　　　　　　ノ　w ＝＝　pg
となる。すなわち，賃金は限界生産物価値に等しい。要田市場では完全に弾
力的だが，生産市場では独占の場合（E→。。，e　＝＝負の有限値）
　　　w　：＝　pg’　（1　十1／e）
となり，賃金は限界生産物価値より（pg’Xl／e）だけ少なく支払われる。　J・
ロビンソンはこれを労働に対する独占の搾取（monopolistic　exploitation　of
labor，〔16〕pp．282～3．）と名ずけた。次に，（Eコ正の有限値，　e　一“一。。）
の時，
　　　w　＝＝　pg’／（　1　＋　1　／E）
となり，賃金はpgtよりpg’×1／（1＋E）だけ少ない。この買手市場にお
’ける限界生産物価値からの乗離を，労働に対する貿手独占の搾取　（monop－
sonistic　exploitation　of　labor，　i　bid．，　pp．294～5．）と名ずけた。
　通常，売手独占は，特定の生産要素に対して，買手独占であることを内包
してしている。その結果，（E＝正の有限値，e＝負の有限値）　となり，そ
の場合は，
　　　w　＝＝　pg’　（1　＋1／e）　／　（1　＋1／E）
となる。独占市場を形成する特定産業において，生産物の需要及び要素の供
給が非弾力的になればなるほど，賃金とpg’のギャップは大きくなり，それ
に対比して，生産物の価格は高くなる。J．ロビンソンはこの間の事情を次
の様に述べている。　（J．Robinson〔17〕P．76）。
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「かくて，総生産物にしめる労働者の分け前は，独占と買手独占の上下の
石うすの間ですりつぶされる。」と。
　むろん，労働以外の生産要素に関しても，各々の弾力性に結びつけ，同様
　　　　　　　（24）なことがいえる。一般に，独占は生産物市場で搾取し，各々の生産要素市場
でも搾取を強化しようとする。その可能性を与えるものは市場構造の独占的
要因にほかならない。我々はここで，改めて独占問題を考えるにあたり，独
占と競争の力を再認識しなければならない。そして，現実の市場構造の実証
分析こそ，価値論の基礎であり，一歩進め，政策的提言をはかろうとするな
らば，競争力の評価こそ，その根底をなすということを，明確に認識しなけ
　　　　　　　　　　　　　　　　（25）ればならないのではないだろうか。
（24）独占理論に関する一般化は本文末の数学注を参照されたし。
（25）　尚，独占的市場構造に対して，競争力の導入をはかることがいかに重要であるか
　　という考零方を一貫して追求しているのが産業組織論であるといってもよい。しか
　　し，こうした考え方に対して，独占に対しては独占を，という対応でもってその弊
　　害をかんわしようという考え方がある。この考え方の原流は，古くはエッジワース
　　の双方独占モデル（〔5〕）をよりどころとしているように思われるのであるが，
　　ある意味で，ミ万国の労働者よ，団結せよ／ミと叫んだマルクス（もっともマルク
　　スは革命のために云ったのであるが）もこの一人と考えてよい。或いは，革新の理
　　論が経済発展の基調であると主張し，静態的均衡モデルに対して否定的見解をとる
　　シュムペーター（例えば〔19〕）や，新しくは，countervailing　powerを唱導す
　　るガルブレイス（〔6〕）もこの潮流の主要な人達である。これらの見解を批判せ
　　ずして，産業組織論の見解を支持するのは，いささか片手落ちのきらいもあるが，
　　私の考えでは，これらの見解を系統だてて批判するには，周到な歴史的検討と理論
　　的前提に対する慎重な配慮が必要であって，むしろ，稿を改めた方がよいと考えて
　　いる。従って，本論ではふれないことにする。
一　llO　一
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　《純粋独占理論の一般化に関する数学注》
　1．結合生産のケース
　生産する財はn個。独占者は各々の財に対して独占力を持つが，各々の財
は互いに独立と仮定する。即ち，独占者の個別需要函数は
　　　∂Xi．　Pi　　　　　　　　　　　∂Xi
　　　　　　　d11＝Σ（MR，　一MC，）dXi＝O
　　　　i＝1
となり，任意の財の増分に対して上記の式が成立するためには
　　MR，＝＝MCi（i＝＝1，2，一・，　n）
をみたさなければならない。二階の条件は，すべての限界収入が，
応ずる限界費用より逓減的であればよい。
　このケースで，特殊な場合は差別価格のケースである。
費用函数が同一で，かつ，生産物の質は同一と考えてよい。
数は，
　　C＝C（X1＋X2＋……＋X。）
　　　　ロとなり，ΣXi　＝Xとすれば，
　　　　i＝1
　　c＝c（X）
となる。それ故，
　　Mq一響・三一響一MC（・一・，……，・）
となり，全ての限界費用は同一となる。故に，極大条件は
　　　　　　　　　　　　　　　一1工1一
　　Pi＝　fi（Xi　）　　（i＝・：1，2，・・…・，　n）
と仮定する。生産物に関して代替可能な費用函数を想定し，
　　C・＝C（X1，X2，……，　X。）
とすれば，極大利潤を求める独占者は利潤（π）
　　　　ロ　　∬＝ΣPi　Xrc（Xl，　x2，…，　x・）
　　　i＝1
を極大化する。即ち全微分をすれば
…一CtL｛（無＋Pi）一調「｝・x・・一・・
P、（9ptLi．S，＋1）一MR、，生一MCbと劃ば，（3｝式は
（1）
（2＞
（3）
　（4）
それに対
差別価格の場合は
　それ故，費用函
（2）t
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　　MRi＝MR2＝　’’’’”　＝＝　MRn＝　MC
となる。
　ところで，個別需要函数が（1）のケースに妥当すると想定される市場構造は
非常に特殊なものである。結合生産物は需要に関して相互に代替的であった
り，補完的であったりする。この粋な場合，（1）の個別需要関数は次の様に変
化すると考えられる。
　　Pi　＝fi　（Xl，　X2，　’’’’”，　Xn）　（i＝1，　一・一一E，　n）
〈1）tの下での極大条件は次の様に変化する。
隆｛Pl（・＋÷）＋継・………＋卸一M？
画舞1∴嬰∴∴＋÷）。Mこ
　もし，i財とj財が互いに独立であれば，
ん，完全競争市場ならば，価格は市場で決定され，
・n）。独占的結合生産の場合，
この∂pi／∂xjを交叉係数（cross－coefficient）と呼び，
命題にまとめた（Hicks〔9〕p．367）。
　1）　i財とj財が消費に関して競争的ならば，
なり，MRをより下落させ，一層，　Xjの生産を制限的にする。
　2）　i財とj財が補完的ならば，
より増大させ，Xjの生産制限をゆるめる。
　　　axl　JXri　J　axl　」L6　i　i　axl
（1）’
（4）’
　　　　　∂Pi／∂Xj＝0（i≒」）。　もちろ
　　　　　　　　api　／axj　＝＝　o　（i．　ji－1，　・・
∂Pi／∂X」は0以外の値をとる。ピックスは，
　　　　　　　　　この影響を次の三つの
∂P量／∂Xj＜O（i≒j）と
∂Pi／∂Xj＞0（i≒j）となり，　MRを
3）並。、＋並。，＋＿…＋曳瓦≧MC1劉なれば，たとえ，　Xlを
捨てるか，又は，無償で提供しても，xユの一定量を生産することは有益であ
る。このケ…N一スは決してめずらしいケースではなく
と呼ばれているものは，この項目の下に入る。
　2．要素市場との関係
　生産函数を
　　　　　　　　　　　　　　一1ユ2一
通常，広告又は販売費
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　　x＝9　（a1，　a2，……，　am）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
と仮定し，要素の供給函数を
　　Wi・．　hi（ai）　　（i＝1，2，……，　m）　　　　　　　　　　　　　　　（6）
と仮定する。むろん，xは独占商品である。
この様な制約の下での極大条件は
　　　　　　の　　ll・＝px一ΣWi　ai
　　　　　　i＝1
を全微分し，0とする。すなわち
　　・∬一（農・＋・）・・一郭（讐一）・・一・　　（・）
・・は（・）式より，・・一陣・・となり，・れを（・）式に代入し・（慕・＋・）
一思（等四一職・書きかえれば・（・）式は
　　　　　Σ（MR・g’rMC、i）dai＝O
　　i＝1
となり，任意のdaiについて上式が成立するためには，
　　MR・g’i　＝MC。i（i　・・1，……，　m）　　　　　　　　　　　　　（8）
1（8）式を満たさなければならない。即ち，各々の要素の限界純収入は各々の要
素購入の限界費用に等しくならなければならない。二階の条件は各々の限界
収入が限界費用より逓滅的であればよい。
　次に結合生産の場合を考えよう。まず結合生産の中でも，特に生産物の代
替が許されない，きわめて技術的にrigidなケースを考えよう。結合生産物
1単位当りの技術的に固定された個々の財の組合せを（X＊1，X＊2，……，　X＊，）
とすれば，生産函数は
　　（x1，　x2，……，　Xn）＝9（a1，　a2，……，　am）（x＊1，　x＊2……，　xn＊）　　　　（9）
となる。生産物の需要函数は（1）’式，及び，要素の供給函数は
　　Wi・．　hi（al，……，　am）　（i＝1，……，　m）　　　　　　　　　　　　（1①
｛10）式のように一般化された函数を想定しよう。（1）’，⑨，ao）の制約下にあるこ
のモデルの利潤（∬）は
　　　　　　　　　　　　　　　　　ロコ　　IT＝Σpi　x一ΣWj　aj
　　　i漏1　　　　　j＝1
となり，（a1，……，　al。）の函数となる。さらに，（9）式の特性より，限界生産
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物（g’1，g’2，……，　g’m）のベクトルは
　　／∂X1　∂X2　∂X，
　　　∂a1　　　∂al　　　　　∂al
　　　i＿＿．＿＿．i　　　　　　　　　　　　　　（ID
　　　∂Xl　∂X2　　∂X。し
　　へ　　　　　　　　　　ヘ　　コ　　リ　　　　　　ロ　　コ　　　　　　　　　∂am　∂am　　∂am
ω式のマトリックスに，（1）’の需要函数の採用により，MRは（MR’ユ，　MR’2．
…一 g一CMR’，）のベクトルに，働式の要素供給函数の採用により，
（MC、1，……，　MCam）は
　　M・）・al－MC・1＋器＋一・・…讐妬
　　　：　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　（12）
　　M・’a・畷a1＋｛籍・・＋一・…＋M・）・m　　し
働式の（MC’。L……，　MC’。m）のベクトルにかわる。
　⑫式について，若干の補足説明をしておこう。
　今，∂Wi／∂aj（i≒j）をピックスにちなんで，要素供給の交叉係数と名ず
けよう。この要素供給の交叉係数は財の需要に関するピックスの三つの命悪
の逆命題を満す。即ち，1）要素供給に関して，i財とj財が競争関係にある
ならば，∂Wi／∂aj＞oで，生産は制限的に，2）補完関係にあれば，∂Wi／∂aj〈
・で・壁を拡大的・…うに・次の（1燦先どりすれば・・）拷管・≧、薯
職毎≧・ならば両撫償で慰されても，蝶はa1の一趨を・
えて需要しない。このee　3の命題に妥当する要素は，流行の言葉でいえば，
環境や空間という要素が妥当するかもしれない。
　さて，以上の諸検討より，極大条件は，
　　＿亟L．＿．．＿亟L　MR’1　　MC’、1
　　　∂a1　　　　∂a1　　　　　・　　　　　　　　・
　　　i　　i　i－　i　　　　　　　a3）
　　　∂k、　　∂文，　　i
　　可”…’凧「　MR’。　　MC’am
　　　　　　　　　　　　　　　－U4　一
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a3＞式となり，きわめて複雑な形となる。二階の条件は形式的には，各々の限
界収入は限界費用より逓減的であればよいといいうるだろう。
　次に，生産函数，需要関数，要素の供給関数をさらに一般化しよう。
　まず投入要素を負の値として，記号を（X。＋1，X。＋2，……，　X。＋tn）に要素価
格を（p。＋1，p。＋2．……，　p。＋m）に書きかえる。
　次に生産物の需要函数及び要素の供給函数をより一般化し，
　　PL　＝＝fi　（Xl，　一’’’”，　Xn，　Xn＋m’’’’”，　XnL’＋m）　（i＝1，’’”一’，　n＋m）　（14）
（14）式と仮定する。iが1か年nまでは生産物の需要函数，　n＋1からn＋m
までは要素の供給函数を示している。
　さらに，生産関数をあらゆる財の変換が認められる形で定義し，
　　G（x1，　x21……，　x。＋m）＝0
個式と仮定する。
　従って独占者は，（14＞式，㈱式の諸条件の下で，利潤，
　　　けキ　　　∬一ΣPi　Xi
　　　　　ニユ
を極大化する。極大条件の求め方は，（14＞式をU6）式に代入し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　むグランジェ乗数を用いて求めると，まずx1に関しては，
器一｛（毎x1＋P1）＋毎・・＋一・・畿：・x・＋・｝一・・G，一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂島
かえれば，上式のx1に関する極大条件は，
　　R1一λG1瓢OI
と表現出来る。従って，極大条件は㈱式と
　　Ri－NG，＝0　（i＝1，……n＋m）
となる。Nを消去すれば，（17拭は
　　Ri／Rj＝Gi／Gj（i，　j－1，……，　n＋m）
（15）
（16）
㈱の制約式にう
となる。λはうグランジェ乗数・G1＝一蕊・である。｛｝の中をR1とおき
（IT
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（18）
となる。Gi　IGjは偏微分の定義より限界変換率に等しい。即ち，⑯式は
Ri／Rj＝Gi　IGj　＝一scti　（i，　j＝！1，・一・…，　n＋m）　（19），
　　　　　　　　　　　　　　　’一l15一
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式となる。R，を一般化された限界利潤と名ずけるならば，任意の二財の限界
利潤比は限界変換率に等しいということである。二階の条件は，ΣΣ（R，「λ
Gii）dXi　dXj＜0，であればよい。むろん，この性質は市場と生産技術の条件に
依存するのであって，一般的には何もいえない。
　この一般化された限界利潤という概念は，あらゆる財の間の変換関係がみ
とめられている生産の技術条件の下で，市場の情報が完全にキャッチ出来れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もし完全競争とは，あらゆる市場条件を包括しうる極大条件の概念となる。
いう条件下ならば，（19）式は
音一G／Gr毎 （2Q）
となり，完全競争均衡の必要条件に＝致する。Xjを生産物，　Xiを投入要素と
考えるならば，限界生産力説となる。
　もし，Pi＝fi（Xi），
生産物ならば，
（i＝1，……，n＋m），
　　　ac
という条件の下で，XiとXjが
MRi／MRj－MC，／MCi　＝＝＆’，　／一6agli．一一一一Zi’ii－1　，　（i－1，　・…一・，　n）　，　し
なり，、（4）の式を内包する。全く同様に，⑯式は四ノの式をも内包していること
は自明であろう。Xjが生産物で，　Xiが要素ならば，（19）式は
　　MG　IMRr毎
となり，ロビンソン・ピックスの条件，即ち，限界純収入（限界価値生産物）
一限界費用の条件をも含む。生産物と要素の関係に関するロビンソンの搾収
の議論は，（19）式ではRi，Rjの様な変形をうけるが，市場連関の反作用を通
じて，Ri／Rj＞Pi／Pjの関係を逆転させない限り，依然として妥当する。
　我々は，Xi，Xjがともに生産物であれば，限界利潤比は生産物の限界代
替率に一致す・・とをすでに弗もし，R，／R、〉一三ならば，より搾
取の多いi財をより多く生産し，搾取の少ないj財の生産を縮下する。　しか
しながら，興味あることは，個々のRi，Rjが，　O＜Ri，Rj≦Pi，　Pjである
としても，Ri／R」とPi／Pjの大小を比較することは出来ないということであ
一1工6一
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る。もし，Ri　IR」一Pi　IPjならば，果たして完全競争基準に一致するのだろ
うか。この点を明確にするためには，要素sとの関係をみなければならな
い。我々はすでに検討した如く，任意の要素sに関しては，R、／R、〉」≧一，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pi
R，／Rj＞」亙が優勢であるが故に，生産物のi財，　j財部Pヨでは，ともに完
　　　　pj
全競争水準より要素sの雇用量を少なくする。それ故，たとえ，Ri　IR」一」L
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pj
であったとしても，単に生産物の限界代替率が独占下においても，完全競争
下においても同一であるということを示しているにすぎず，正確には，独占
下においては，完全競争下に比して，過少雇用の下で，同一の，生産物の限
界代替率を保っているに過ぎない。この様な均衡点は，消費者及び要素供給
者に対する独占の搾取の上に成立し，かつ，独占企業の多角化は資源の不完
全利用を蔓延させるであろうことが，一般的に証明されるであろう。
　最後に，Xi，　Xjがともに投入要素なら，限界利潤比は変換率，即ち，要
素暇界面率に一致す・・R，・IRI＞一ﾒ一ならば，より高価点訳jの購
入を減少させ，より安価な（買手独占の搾取の多い）要素iをより多く投入
する。独占下と完全競争下の要素の限界代替率に関しても，生産物の限界代
替率に関して検討したことと，類似の関係が成立る。限界代替率が，双方の
競争条件下で同一であったとしても，各々任意の生産物rに関係させること
によって，要素供給者i，　j，が受けとる収入は，独占下においては，完全
競争に比して間違いなく少くなるであろうことが理解されるだろう。
　以上の純粋独占の分析を通じて残された問題に一言を付しておこう。
　我々は，独占のモデル分析を通じて，独占者が，生産物及び要素，供給函
数，及び，生産技術に関する正確な情i・P侵を持ちうるならば，以上の直な複雑
なシステムの計算を通じて，独占利潤を極大化しうる生産活動の水準と方法
を決定するであろうことを，検討した。　しかし，その様な多様な情報を正確
にかつ敏速に処理しうると回れが保証しうるのか？　この問題をぬきにして
は，我々は組織というものを理解することは出来ない。むろん，完全競争下
においては，価格は11ゴ場で決定され，個々の売手に対して，客観的に所与と
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されていたが故に，この様な困雑な仕事は免れえた。しかし，最も単純な純
粋独占者ですら価格に対する支配力をえた代りに，この様な困雑な仕事を同
時に背負わされたのである。寡占になれば，さらに競争者及び，潜在的参入
者がパラメーターとして入ってくる。さらに動態化すれば，将来価格の予想
及び技術条件が変数として導入されなければならない。　しかも，この困雑を
打開する為の独占的企業の方策は我々の理論仮説と異った仮定に立脚してい
ると考えられる。この非現実的な認識方法は今や問題とされなければならな
い。
　冷，仮に，分析の方法を逆にすればどうだろう。即ち，その様な多量で，
2大な情報を正確に把握し，分析することは不可能とした場合，独占者はい
かなる行動をとるであろうか？独占者は次善の手段として，経営組織を専門
化させ，経営機能を高めようと努めるであろう。　しかし，機能の分化は，逆
に組織体として統一一を保つために，調整のメカニズムを必然とする。それは
いかなる形でどの様に行なわれるか？次に考えられる事は組織体の防衛手段
の開発と一番安全な組織形態への移行である。それは，いかなる手段でいか
にして行うのか？　さらに，最も平凡な行動は，政策に対する粘着である。
又，価格政策から非価格政策への転換である。　しかし，外的条件が変化した
時，いつ，いかなる手段でもって，どの様に政策を変更し，適応をはかって
いくのだろうか？
　上記のフォーミュレーションは何らこれらの問題に答えることは出来な
い。ここで想定した独占者とは，つまるところ，神の如き存在か，さもなく
ば，現実の独占者を，組織問題をぬきにして，単に，形式的抽象的に記述し
たにとどまるであろう。
　最後に，結合生産の生産函数について，二階堂副包教授から有益なアドヴ
ァイスをたまわったことを印すとともに，心から教授に感謝するしだいです。
尚，限界変換率については，黒岩教授（r厚生経済理論』PP．36～52）のす
ぐれた解説があるので，参照されたし。
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